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研究成果の概要（和文）：本研究は中国帰国者を中心とした外国人住民の「編入」を事例として、かれらの公営
住宅への定住意識を規定する要因を解明した。同団地の18歳以上の外国人住民に対する質問紙調査にもとづき、
移住者の「編入」や定住意識の規定要因およびその様式はなにかというリサーチクエスチョンを明らかにした。
移民の「編入」が経済的・就労的要因のみによって決定されるという従来の仮説に対し、子の教育や、年齢が高
い者の定住志向や母国の準拠基準など着目点を修正した。本調査のサンプルが日本居住歴と団地の居住歴も長い
人が多く、就労以外の移住者の「編入」の規定要因およびその様式、定住意識は日本人住民に近づく傾向にある
ことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the factors to determine the 
consciousness of permanent residence in a public housing, as a case study of foreign residents 
mainly those returnees from China. Based on our questionnaire of 139 responses from foreign 
residents in the housing, it is of great significance of immigrant children's education and their 
tendency to settle down specifically among older residents, contrary to the conventional hypothesis 
that immigrants' consciousness of settlement is determined by their economic and working factors. Of
 our interviews to 25 foreign residents, we clarified transnational factors that depend on the 
networks with their home countries and normative consciousness as well. In conclusion, it is 
presumed that those who have a long time of living in Japan and in this housing complex tend to be 
similar with Japanese residents, such as the factors and consciousness to settle down.  
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の対象地域では、行政や学校、また外国人住民側から様々な多文化共生への取り組みが行われている。し
かし、多くの外国人住民がなぜこの団地に入居するのか、住み続けるのかについて明らかになっているとは言い
難い。そこで、量的・質的調査を実施し、来日経緯、生活実態、地域社会への参画、母国とのつながり、子の教
育、居住予定などの分析の結果、外国人住民の生活実態および日本人住民との交流に関する諸条件を導き出し
た。約10万人以上の中国残留孤児の帰国者を中心に、地域社会における外国人の社会統合およびアジア地域にお
けるポストコロニアリズムとトランスナショナリズムからの新たな分析枠組みを示すことが可能になった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

1972 年の日中国交回復後 81 年からは訪日調査が始まり残留孤児の帰国事業が本格的に

進んだ。90 年代以降には、残留孤児・婦人の満州への移住や戦争体験、「祖国」日本での帰

国後の厳しい生活経験に対するライフストーリーやオーラルヒストリーを用いた社会学的

研究が生み出されるようになった（蘭 1994）。帰国政策から 30 年以上の時間が経過し、「帰

国者」という集団のなかでも階層的な分化も顕著にみられるようになっている。二世以降で

は、進学や就職問題等の困難の再生産が顕著であることが指摘されている（高橋 2009）。反

対に、高学歴で文化資本を持ち合わせた層が「帰国者」の親族として、または帰国者の配偶

者として新たに日本に呼び寄せられる現象も目立っている。従来の「残留孤児」「帰国者」

というポストコロニアルな枠組みにはおさまらないような移住が垣間見える。 

さらにグローバル化が進む現代においては、移動・通信手段の飛躍的な発展により、移住

者たちの「トランスナショナル・ネットワーク／コミュニティ」(Faist 1998)が形成され、出

身国の文化や言語を保持したままホスト社会に参入することを可能にする新たな方法であ

るとも言われている（Portes 2003）。母国や母社会にとっても、海外移住者による投資等を

有利に取り込もうとする「拡大コミュニティ」の動きも重要である。 
 
２．研究の目的 

現在日本には約 10 万人以上の中国帰国者が生活しているが、残留孤児・婦人の高齢化が

進む一方で、家族呼び寄せで来日した者や二世以降の者にとっては、労働や留学を目的とし

た国際移民としての性質も目立つ。かれらは公営団地などに集住傾向にあり、地域社会への

参画のしかたは社会統合を規定する上できわめて重要である。他方、中国社会からは、帰国

者による投資を呼び込もうとする「拡大コミュニティ」形成の動きもある。日本の地域社会

における中国帰国者の社会統合の考察を通して、東アジアにおける国際移住をめぐるポス

トコロニアリズムとトランスナショナリズムからの新たな分析枠組みを示すことが本研究

の目的である。 

 
３．研究の方法 

国際移住者によるホスト社会への「編入」（incorporation）とは、定住と統合の多様

性をよりよく把握するための概念として、また直線的な「同化」モデルを排し多様な参

画様式を分析するための概念としても有用である（Portes and Böröcz 1989）。具体的

には、①出国の状態②出身階層・人的資本③ホスト社会（国家・労働市場）の受け入れ

の文脈などが挙げられる。外国人住民の編入の諸条件の解明のために、神奈川県の中国

帰国者など外国人が多く集住する公営住宅（以下、「X 団地」）に定住／移動する理由を、

就労、子どもの教育、母国とのつながりをおもな指標として分析を行う。同地区に住む

18 歳以上の外国籍住民全員に対して実施した配布数 1,293 票、回収 139 票（有効回収

率 10.8%）の質問紙調査にもとづき考察した。 

質問紙調査ののち、同地域の外国人住民 25 名を対象としたライフストーリーの手法

を用いたインタビュー調査も行った。外国人住民の生活戦術（桜井 2005）のなかで、

これまでの移動経験がどのように位置づけられているかを明らかにすることを主な目

的とした。 
 
 
４．研究成果 

本地域は公営住宅において中国国者をはじめとする多くの外国人が居住することに関し



て、1990 年代から国家、複数の自治体、学校、自治会など、「多文化共生」にかかわる多く

のエージェントが関与する地域である。国家であれば、移民・外国人政策として、一方で公

営団地のため福祉政策やセーフティネットとして、地方自治体は神奈川県と 2 市にまたが

っているため、それぞれの多文化共生施策や福祉政策との関連、自治会の論理としては高齢

化が進む住民による自治の難しさを抱えている。さらには学校においては、外国人住民の子

どもが増えることで、公教育のなかに多文化共生教育を行わなければならない。このように、

X 地域ではそれぞれの受け入れの論理が存在し、それぞれに齟齬や矛盾もみられる。 

外国人住民をめぐっては、自治会から行政への働きかけや期待は強いが、複数の行政以外

にも外郭団体や企業＝管理会社と複雑に管轄が入り組むため連携は図られず、問題の解決

は容易ではない。団地が抱える問題に対しては、あくまでも住民の「自治」に委ねられ、結

果的に日本人・外国人住民個人の「努力」や「倫理感」が促されている。国家、自治体、自

治会、学校、そして NGO などの支援団体も含めて、ホスト社会側の複数の受け入れの文脈

を分節化する必要性も明らかになった。 

質問紙調査の結果によると、出国の状態（来日理由）は回答者の編入に影響を及ぼしてお

らず、国籍のほか、年齢と子の有無がより決定的な要因になっていた。中国帰国者を含めた

中国出身者は移動志向が強いが、ベトナム・カンボジア・南米出身者は定住志向が強いなど、

国籍による意識の違いはあるものの、全体としては、一般的な団地に住む日本人住民に近い

団地への定住意識が見られた。住み続ける理由としては、家賃の安さ、子どもの教育、年齢

が高い人ほど定住志向が見られた。周辺の工場地帯における製造業への就労を中心として

雇用が安定していることに加え、「多文化教育」を掲げる学校教育への評価も高く、外国人

住民にとって「住みやすい」地域であることは確かである。 

質問紙調査では、居住年数が長い人、良い仕事が見つかっても団地から引っ越さないと答

えた人が多かったが、必ずしもこのような層のなかで自治会活動や運営への関心が高いと

は限らないことも明らかになった。一方で自由記述からは、長期間団地に居住する外国人に

よる、近年入居した外国人に対して、自分たちとは違うという、不満のなかでも新来外国人

に対して区別化する意見もみられている。 

インタビュー調査からは、母国とのネットワークや規範意識にも依拠しているトランス

ナショナル要因も目立っていた。近年では、周辺の住宅を購入し団地を出ていく外国人世帯

の一方で、30 年以上居住する者、二世代にわたって住み続ける者もおり、これらを総合す

ると、高齢で、子どもが独立した後も団地にとどまる中国人帰国者や外国人住民の存在が予

測される。今後、かれらの長期入居にともない、高齢化や独居化など、X 団地で進む高齢化

した日本人住民の居住形態に近づくことも考えられる。 
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